
達成

＜1,249＞ ＜1,071＞

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

中期防衛力整備計画（平成３１年度～平成３５年度）
Ⅲ－２－（４）装備調達の最適化

１．装備品等の効果的・効率的な取得の推進による装備調達の最適化

施策の進捗状況（実績） 目標

執行額（百万円）
0 0

※　下段〈　〉外書きは、複数の政策にまたがる予算及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記している。
※　令和２年度に現政策体系に応じた予算の組み替えを実施済であるため、平成３１年度については予算額のみ記載している。

測定指標

③

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
　防衛装備庁における内部監察監査の強化を図ることにより、同庁における業務の適正かつ効率的な実施の
確保を目的として、部外監査法人等の知見を活用し研修を実施するほか、以下の取り組みを実施した。

●平成３１年度の実績
・新たに１品目のプロジェクト管理重点対象装備品等及び３品目の準重点管理対象装備品等を選定し、今後計
画的にプロジェクト管理を進めるために必要な基本的事項を定めた取得戦略計画及び取得計画を策定した。
・平成３０年度までに選定したプロジェクト管理重点対象装備品等１７品目のうち、陸上配備型イージス・システ
ム（イージス・アショア）を除く１６品目、準重点管理対象装備品等３品目について、取得プログラムの分析及び
評価を実施した。
・事業計画の見直しに関する基準の適正化のため、計画の見直し等の判断基準に単位ライフサイクルコストを
追加する規則改正を実施し適正化を図った。

●令和２年度の実績
・新たに４品目のプロジェクト管理重点対象装備品等及び６品目の準重点管理対象装備品等を選定し、今後計
画的にプロジェクト管理を進めるために必要な基本的事項を定めた取得戦略計画及び取得計画を、策定中の２
品目を除き策定した（プロジェクト管理重点対象装備品等のうち、陸上配備型イージス・システム（イージス・ア
ショア）の取得プログラムについては中止した。）。
・平成３１年度までに選定したプロジェクト管理重点対象装備品等１７品目、準重点管理対象装備品等６品目に
ついて、取得プログラムの分析及び評価を実施した。
・プロジェクト管理対象品目の拡大のため、プロジェクト管理重点対象装備品等の選定基準のうち、構想段階及
び研究・開発段階の経費を３００億円以上から２３０億円以上に改めるよう規則を改正した。

●令和３年度の実績
・新たに１品目のプロジェクト管理重点対象装備品等及び２品目の準重点管理対象装備品等を選定し、今後計
画的にプロジェクト管理を進めるために必要な基本的事項を定めた取得戦略計画及び取得計画を策定した。
・令和２年度までに選定したプロジェクト管理重点対象装備品等１９品目及び準重点管理対象装備品等１２品目
について、取得プログラムの分析及び評価を実施した。
・プロジェクト管理をより適切に行うため、長官がプロジェクト管理重点対象装備品等とすることが適当であると
判断し選定した場合、取得プログラム及びライフサイクルコストの範囲を限定できることを明確化するよう規則を
改正した。

プロジェクト管理対
象品目の拡大や事
業計画等の見直し
に関する基準の適
正化

合計（a＋b＋c）
0 0

＜1,311＞ ＜1,237＞

繰越し等（c）
0 0

△＜27＞ ＜27＞

補正予算（b）
0 0

＜0＞ ＜0＞

0 0 0 0

＜1,104＞ ＜1,338＞ ＜1,211＞ ＜2,074＞

平成３１年度から令和３年度までの実施施策に係る政策評価書
（防衛省３１～３－⑦）

施策名 装備調達の最適化

施策の概要

　自衛隊の装備品の質及び量を必要かつ十分に確保するためには、高性能の装備品を可能な限り安価に取得する
必要があり、予算の計上のみならず執行に際しても、徹底したコスト管理・抑制を行う必要がある。
　このため、長期契約を含め、装備品の効率的な調達に資する計画的な取得方法の活用や維持整備の効率化を推
進する。また、国内外の企業間競争の促進を図るとともに、国際共同開発・生産や海外移転も念頭に置いた装備品の
開発等を推進する。さらに、米国の高性能な装備品を効率的に調達するため、FMS調達の合理化を推進するととも
に、米軍等との調達時期・仕様の整合に努める。これらに際しては、ライフサイクル全体を通じたプロジェクト管理の取
組を更に強化する。

達成すべき目標 装備品の効果的・効率的な取得の一層の促進

施策の予算額・執行額等

区分 平成３１年度 令和２年度 ３年度 ４年度

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）



達成

達成

達成

達成

測定指標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●防衛省の有識者会議である契約制度研究会において検討を実施し、防衛事業が負担すべき加工費率等の
費用算定方法について、適正化及び効率化の観点から平成３１年度に新たな評価基準を設定し、一定の解決
の方向性を得た。
●上記検討に基づき改正した規則に則り、加工費率等の算定の精緻化・適正化に令和２年度から着手した。ま
た、経団連との意見交換会において、価格算定に係る制度の課題について令和２年度に議論した。

③

施策の進捗状況（実績） 目標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●維持・整備方法の見直し、民生品の仕様・仕様の見直し、装備品のまとめ買い、原価の精査等の施策によ
り、約１２，６４０億円の縮減を図った（平成３１年度：約４，１５９億円、令和２年度：約４，３１３億円、令和３年度：
約４，１６８億円）。
●具体的には、以下の取り組みを実施。
平成３１年度
・早期警戒機（Ｅ-２Ｄ）の取得及びＰＡＣ-３ミサイル用部品の一括調達について長期契約の対象とし、経費の縮
減を図った（縮減額：約３５６億円）。
・令和３年度要求に向けて継続２件（陸上自衛隊の特別輸送ヘリコプター（ＥＣ－２２５ＬＰ）及び海上自衛隊の練
習ヘリコプター（ＴＨ－１３５））及び、新規３件（海上自衛隊の救難飛行艇（ＵＳ－２）、固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）及
び護衛艦発電用ガスタービン）のＰＢＬ実施のための調査研究（ＢＣＡ）を行った。

令和２年度
・戦闘機（Ｆ－１５）の機体構成品の包括修理について長期契約の対象とし、経費の縮減を図った（縮減額：約５
３億円）。
・翌年度に実施する令和４年度概算要求の準備として、ＰＢＬ継続２件（陸上自衛隊の輸送ヘリコプター（ＣＨ－４
７Ｊ／ＪＡ）及び海上自衛隊の輸送機（Ｃ－１３０Ｒ））の調査研究（ＢＣＡ）を行った。
・哨戒機（Ｐ－１）の維持整備費用を抑制するための方策を検討した。

令和３年度
・令和５年度概算要求の準備として、ＰＢＬ継続４件（海上自衛隊の掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）、固
定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）、護衛艦発電用ガスタービン及び航空自衛隊の戦闘機（Ｆ－２）用Ｆ１１０エンジン用部品）
及び、新規１件（海上自衛隊のＴＣ－９０練習機／ＬＣ－９０連絡機）の調査研究（ＢＣＡ）を行った。
・救難機（ＵＨ－６０Ｊ）（５機）の一括調達による効率化によって、経費の縮減を図った（縮減額：約１０２億円）。
・哨戒機（Ｐ－１）の維持整備費用を抑制するための方策の検討を継続した。
・戦闘機（Ｆ－２）の機体構造部品の一括調達、海上自衛隊の練習ヘリコプター（ＴＨ－１３５）のＰＢＬ及び陸上自
衛隊の特別輸送ヘリコプター（ＥＣ－２２５ＬＰ）のＰＢＬについて長期契約の対象とし、経費の縮減を図った（縮減
額：約１０４億円）。

長期契約を含めた
計画的な取得方法
の活用及びＰＢＬの
包括契約の拡大を
含む維持整備効率
化

③

施策の進捗状況（実績） 目標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●外国政府や防衛産業において利用実績のある既製のコスト分析に係るソフトウエアを活用する方針を平成３
１年度に取りまとめ、試験導入及び評価を外注にて実施した。
●令和５年度の次期システムの運用開始に向け、各機能についての検討を実施中であり、検討内容について
は、次期システムの検討委員会（令和３年度６月、８月及び１１月に開催）において、随時報告を行い、決定して
いる。
●官民共同での履行管理を通じて原価に関する情報を企業から収集するための新たな契約制度を平成３１年
度に整備し、５件（令和２年度：２件、令和３年度：３件）の契約に適用した。

企業の見積資料・契
約実績及び装備品
の各部位を単位とし
た価格等の情報の
データベース化の推
進

④

施策の進捗状況（実績） 目標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●平成３１年度の実績
　令和元年７月に「ＦＭＳ調達の合理化に向けた取組の推進に関するプロジェクトチーム」を立ち上げ、各種取組
を組織横断的に推進する体制を整備した。また、令和２年１月の第４回ＳＣＣＭ（安全保障協力協議会合）にお
いては、未納入・未精算に関する課題について、個々の品目の納入・精算状況を日米できめ細かく管理し、未
納入・未精算となっている原因を処理・除去するために最善の努力を行うことで合意したほか、ＦＭＳ調達の価
格の透明性の課題については、米国防安全保障協力庁が国防省内の関係機関に対し、必要な価格情報を十
分に提供するよう指導・監督すること等について合意した。

●令和２年度の実績
　令和３年１月の第５回ＳＣＣＭにおいては、未納入・未精算に関する更なる取組として、主要な装備品の履行
管理を強化することや、日米間で未納入・未精算の原因を解明した上で、計画的に処理・除去する取組を継続・
強化していくことなどについて合意した。また、ＦＭＳ調達の価格の透明性の課題については、米国防安全保障
協力庁が、国防省内の関係機関に対し価格情報の提供について指導・監督していくことや、価格の透明性に起
因する諸課題の解決に向けた支援を行うこと等について合意した。

●令和３年度の実績
　令和４年２月の第６回ＳＣＣＭにおいては、未納入・未精算に関し日米間での履行管理の強化を継続するとと
もに、未納入・未精算の縮減に向けて取り組みを推進していくことで一致した。また、価格の透明性の課題につ
いては、米国防安全保障協力庁が、国防省内の関係機関に対し価格情報や価格上昇理由の提供について指
導・監督していくことを確認した。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等に起因するFMS調達物品の価
格上昇の抑制に努めるとともに、価格についての予見性を向上させていくことを確認した。

ＦＭＳ調達の合理化
に向けた取組の推
進

施策の進捗状況（実績）

加工費等の算定の
精緻化・適正化を含
む費用算定の改善

③

目標



達成

達成

達成

達成

達成

測定指標

目標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●装備品の効果的・効率的な取得を一層推進するためには、民間の知見の活用に資する企画競争方式等の
契約方式の積極的な適用が重要となることから、関連する通達に、取得実績のない新たな重要装備品等を選
定し概算要求を行うに当たって満たすべき要件として、本施策である民間の知見の活用に資する契約方式の適
用の検討である「契約方式の検討」を盛り込むこととした。
●また、入札価格のみによらず請負業者側の履行の体制や能力等の多角的な視点から評価する等、装備品等
の特性に応じた最適な競争性を有する契約相手方の選定のための契約方式等の適用実施を調査するととも
に、民間の知見の活用に資する企画競争方式等の契約方式の積極的な適用を検討した。
●民間の知見の活用に資する企画競争方式等（企画提案方式）については、平成２９年度にもがみ型護衛艦
において実施した。また、令和３年度に哨戒艦において企画提案方式の契約を進めており、現在、契約相手方
を選定している。

民間の知見の活用
に資する企画競争
方式等の契約方式
の適用

施策の進捗状況（実績） 目標

施策の進捗状況（実績）

施策の進捗状況（実績） 目標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●平成３１年度
・ライフサイクルを通じたコスト低減を最大化させるためには、ライフサイクル上流の開発段階から仕様書にコス
ト低減に資する取組を盛り込むことが重要となることから、開発時の仕様書において、民生品の活用、部品の共
通化等量産以降の段階のコスト低減に資する取組を要求事項として盛り込むための事項をメニューとして定
め、それについて仕様書に明記するよう、庁内関係各部署等に通知した。また、具体的な記載を促進するため
に仕様書のひな形と解説書に反映し、庁内関係各部署等に周知した。
・製造メーカー及び要求元と緊密な情報交換を行い、まとめ買い等、価格高騰の未然防止又は価格低減に資す
る対策の導出に取り組んでいる。
・プロジェクト管理に係る人材育成のための研修（取得マネジメント研修）を継続して実施し、プロジェクト管理を
適切に実施するための知識を有する人材の育成を図った。
（平成３１年度：１６５名、令和２年度：９７名、令和３年度：１０６名）

●令和２年度
・装備品の開発段階から量産以降の段階のコスト低減に資する取組について、平成３１年度に要求事項を制定
し、令和２年度調達要求分の開発事業等に係る仕様書への適用状況を確認した。
・弾道ミサイル防衛用能力向上型迎撃ミサイル（ＳＭ－３ブロックＩＩＡ）の生産を円滑に行える体制を構築した。
・製造メーカー及び要求元と緊密な情報交換を行い、まとめ買い等、価格高騰の未然防止又は価格低減に資す
る対策の導出に取り組んでいる。
・各種情勢に対応し得る能力を付与した哨戒ヘリコプターの量産段階に向けて、まとめ買いによるコスト低減検
討を実施している。
・プロジェクト管理に係る人材育成のための研修（取得マネジメント研修）を継続して実施し、プロジェクト管理を
適切に実施するための知識を有する人材の育成を図るとともに、令和２年度は、各コースの受講順序を見直す
など研修の受講機会を増やすための取り組みを実施した。

●令和３年度
・民生分野における先端技術の利活用による潜水艦の建造コスト及び維持整備費の低減に係る検討を行った。
・製造メーカー及び要求元と緊密な情報交換を行い、まとめ買い等、価格高騰の未然防止又は価格低減に資す
る対策の導出に取り組んだ。
・各種情勢に対応し得る能力を付与した哨戒ヘリコプターの量産段階に向けて、まとめ買いによるコスト低減検
討を実施している。

装備品の開発段階
から量産以降の段
階のコスト低減に資
する取組の推進

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●国内大学院において、高度なマネジメント能力を習得するため、プログラムマネジメント課程等を履修させた。
また、部品供給途絶リスク対策の研究の実施等を通じ、ライフサイクルコストの分析、検討、管理等の業務の実
施において主導的な役割を果たす人材の育成を継続的に行っている。
●また、同じく国内大学院のＭＢＡ課程に派遣し、将来、防衛装備品の取得価格の在り方や契約制度に係る方
針の策定など、各種施策の検討の中核となる人材の育成を図っており、令和２年度までに１名が修士号を取得
し、令和３年度には新たに１名を派遣し基礎科目及び専門科目について履修し、進級可の評価を受けた。

国内大学大学院に
派遣し、コストマネジ
メント及び価格戦略
等の政策の企画・立
案能力を向上 ③

２．適正な費用算定の取組み

施策の進捗状況（実績） 目標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●情報システムに係る適切な価格水準での調達を推進するため、平成３１年度に規則を整備し、競争性の確保
の阻害要因となる記載を排除するため、各機関が情報システムの仕様書を作成した場合にはあらかじめ防衛
装備庁長官への協議を義務付けた。
●また、情報システム仕様書に係る競争性確保の確認を強化するため、令和２年度から部外の者による仕様
書の評価役務について試行的に実施し、令和３年度から部分的な本格運用を開始した。

情報システムにか
かる適切な価格水
準での調達を推進

③

③

③

施策の進捗状況（実績） 目標

【平成３１年度から令和３年度までの主な実績】
●民生分野における成功事例のうちコスト抑制に有効な具体例の蓄積及び選別のため、官側において前段階
となる情報収集を行い、民生分野においてコスト抑制に資する取組を装備品製造等へ取り込むため、調査範囲
の拡大を図りつつ、令和３年度には、業界団体担当者との意見交換や装備品メーカーへの調査を実施した。

民生分野における
成功事例を装備品
製造等への取り込
み ③



※　「測定指標の達成欄」及び「評価結果」の「（各行政機関共通区分）欄」については、達成状況を以下の５段階区分の数字を記入。
　　①目標超過達成、②目標達成、③相当程度進展あり、④進展が大きくない、⑤目標に向かっていない

次期目標等への
反映の方向性

　プロジェクト管理対象装備品の拡大、長期契約を含めた計画的な取得方法の活用、ＦＭＳ調達の合理化に向けた取組の推進、
国内大学院におけるマネジメント能力習得の課程履修といった人材育成等、引き続き、ライフサイクル全体を通じたプロジェクト管
理に取り組んでいく。

学識経験を有する者
の知見の活用

施策は順調に進展しており、特に意見なし。

政策評価を行う過程に
おいて使用した資料そ

の他の情報

○　防衛省ホームページ
○　防衛白書（令和元年～３年）
○　我が国の防衛と予算（平成３１年～令和３年）

評
価
結
果

目標達成度合い
の測定結果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

担当部局名 大臣官房及び防衛装備庁 政策評価実施時期

施策の分析

〈測定指標１〉
●各目標に対して、以下の取組により施策の進捗に寄与　※（）書きは目標
（プロジェクト管理対象品目の拡大や事業計画等の見直しに関する基準の適正化）
　・装備品等の効果的及び効率的な取得の推進による装備調達の最適化を図るため、プロジェクト管理重点対象装備品等の品目
の拡大及び基本的事項を定める取得戦略計画等の作成
　・プロジェクト管理をより適正に実施するための規則の改正等の実施
（加工費等の算定の精緻化・適正化を含む費用算定の改善）
　・防衛事業が負担すべき加工費等の費用算定方法についての新たな評価基準の設定による一定の解決の方向性の獲得
（企業の見積資料・契約実績及び装備品の各部位を単位とした価格等の情報のデータベース化の推進）
　・外国政府及び防衛産業における利用実績がある既製のコスト分析に係るソフトウエアの活用及び評価の実施
（長期契約を含めた計画的な取得方法の活用及びＰＢＬの包括契約の拡大を含む維持整備効率化）
　・早期警戒機（Ｅ－２Ｄ）及びＰＡＣ－３ミサイル用備品の一括調達を長期契約の対象とした経費の縮減
（ＦＭＳ調達の合理化に向けた取組の推進）
　・ＳＣＣＭ（安全保障協力協議会合）における未納入・未清算に関する課題についての最善の努力を行うことでの合意
　・価格の透明性における米国防安全保障協力庁から国防省内の関係機関に対する指導・監督の合意
（装備品の開発段階から量産以降の段階のコスト低減に資する取組の推進）
　・民生品の活用、部品の共通化等コスト低減に資する取組についての防衛装備庁内への通知
　・プロジェクト管理に係る人材育成の実施
（民生分野における成功事例を装備品製造等への取り込み）
　・民生分野におけるコスト抑制に資する取組の装備品製造等への取り込みのための調査の実施
（民間の知見の活用に資する企画競争方式等の契約方式の適用）
　・装備品等の特性に応じた競争性を有する契約相手方の選定のための契約方式等の適用実施の調査

〈測定指標２〉
●各目標に対して、以下の取組により、施策の進捗に寄与　※（）書きは目標
（情報システムにかかる適切な価格水準での調達を推進）
　・規則等の整備による各機関等の防衛装備庁に対する仕様書協議の枠組みの確立
　・専門的知見を有する部外の者による評価による競争性を阻害する記載等の排除
（国内大学大学院に派遣し、コストマネジメント及び価格戦略等の政策の企画・立案能力を向上）
　・ライフサイクルコストの分析、検討、管理等の業務における主導的な役割を果たす人材の育成

（判断根拠）

〈測定指標１〉
●プロジェクト管理対象品目の拡大や事業計画等の見直しに関する基準の適正化として、プロ
ジェクト管理を進めるために必要な基本的事項を定め、取得戦略計画及び取得計画を策定する
等、目標に向かって着実に進展している。

〈測定指標２〉
●情報システムに係る適切な価格水準での調達を推進するため、規則を整備し、各機関が仕様
書を作成した場合、あらかじめ防衛装備庁への協議を義務付ける等、目標に向かって着実に進
展している。

以上のことから、相当程度進展していると判断した。

令和４年６月


